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福祉用具実用化開発助成事業 （H５年度～ 福祉用具法に基づくもの） 

○ 民間企業からの応募によるもの。５割以上が市場化（８４/１４５） 

○ ３年以内、助成率３分の２、１件あたり３，０００万円以内 

○ 採択テーマ順は、移動機器、パーソナルケア関連用具、コミュニケーション機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者等 IT バリアフリー推進のための研究開発（１５年度～１８年度、愛・地球博にて実証実験） 

○ 事業成果を踏まえ、利用者が得られる情報の場所や内容に関する国際標準化への活動推進。 

ロボットプロジェクトの展開 

○ 実用化から事業化へ（ロボットには力を入れている） 

○ 単機能ロボット→自己制御による特定作業ロボット→自律的に多様な作業を行うロボット 

・ 次世代ロボット実用化プロジェクト（万博）（０４～０５） 掃除、警備、接客等 

・ 人間支援型ロボット実用化プロジェクト（０５～０７） 介護補助、リハビリ支援、自律動作支援 

・ サービスロボット市場創出支援事業（０６～０７）  ・・・など 

○ 老老介護など、社会構造的な問題にも視点をあてた取り組みが望まれる。当面は立ち上がりの補

助などの段階から。ヒューマンタッチできるロボットの開発については、まだその段階まではメドが立

っていない。 

 

６．独立行政法人 情報通信研究機構（ＮＩＣＴ） 

概 要 

○ 情報通信分野の研究開発、周波数標準値の設定・標準時の通報等、電波の伝わり方の観測・予

報等、民間の情報通信分野の研究開発の支援、助成金交付等による通信・放送事業の高度化等の

支援 

○ 先進技術型研究開発助成制度について 

・ 研究開発→高齢者・障害者向け通信・放送サービス充実研究開発助成金 

・民間企業による研究開発への助成 

・H９年度～１８年度で１２９件に約２０億円 

・２４件が製品化（PC の画面を読み上げるソフト等、安否確認等の情報提供携帯端末等） 

 

「第４回勉強会（（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 小澤純夫部長）」より 
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今後の展開 

○ 情報格差の解消、情報弱者への支援 

 

７．国際福祉機器展 （H.C.R） －財団法人保健福祉広報協会－ 

概 要 

○ 第１回は昭和４９年。第１３回（昭和６１年）より国際化が始まり、保健福祉広報協会が事務局を務

める。世界的には Medtrade（アメリカ/１０００社）、REHACARE（ドイツ/８００社）に次ぎ、６００社前後

の企業が参加している。 

 

福祉機器業界の市場動向・経営状況調査２００６ 

○ 国際福祉機器展出展各社に対しアンケート調査を実施。 

①福祉機器業界に参入している企業の属性 

・ アンケート回答企業 102 社のうち、従業員 10 人未満の中小規模の企業が半数以上を占めて

いる。 

②企業の売上高の動向 

・ 2006 年度の売上高は 23.5％増の 1,257 億円になる見通しである。ベッド関連用品など分野で

は減少が見込まれているが、移動機器関係や住宅改修関係などでは増加を見込んでいる。 

③介護保険制度施行１年目と比較した現在の業績 

・ 福祉用具貸与対象商品のうち、売上高が増加している品目は、「体位変換器」50.0%、｢歩行

器｣33.3%、「車いす付属品」31.3%、「移動用リフト」21.4%である。一方、減少している品目は、

「認知制老人徘徊感知機器」16.7%、「車いす」7.1%である。 

・ 福祉用具購入対象商品のうち、売上高が増加している品目は、「入浴補助用具」44.4%、「腰

掛便座」40.0%、「特殊尿器」33.3%である。一方、減少している品目は、「簡易浴槽」50.0%、「移

動用リフトのつり具の部分」20.%である。 

④介護保険制度改正と経営戦略 

・ 介護保険制度改正に対応して商品戦略を見直した企業は約 40%である。 

⑤海外市場戦略 

・ 海外市場への進出に関しては、「積極的に展開する」が 23.8%、「関心を持って状況を見てい

る」が 32.7%。進出先としては、70.8%の企業が「アジア」を想定し、４割近い企業が欧米への進

出も検討している。ただし、現在の進出の企業はわずかである。 

⑥その他 

・ 市場環境の変化に合わせ、福祉機器業界では企業間の提携、連携、あるいは企業買収の動

きが増えている。特に中堅、大手の企業で顕著になっている。国内市場の動きだけでなく、海

外企業における買収、資本提携の動きも出ている。 

 

 

 

「第４回勉強会資料（財団法人保健福祉広報協会（ＨＣＲ事務局）総務部長 笹尾勝氏）」より 
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利用者アンケート結果 

○ 国際福祉機器展来場者に対しアンケート調査を実施。 

①利用にあたって望まれること 

・ 「操作のしやすさ」が 719 件ともっとも多い。「機能の高さ」110 件や「機能の多さ」79 件を大きく

上回っている。「安全性」537 件、「機能・操作が複雑でないこと」が望まれ、安心感やわかりや

すさが求められている。 「価格の安さ」も 487 件と高い希望がある。 

②開発や利用についての意見・要望 

・  福祉機器の開発や利用についての意見・要望でも「安全性」や「価格の安さ」を取り上げる

方が多い。また、介護者にとっても使いやすい機器を望む意見も多い。また、リサイクルシステ

ムや利用者間の情報交換システムなどソフト面の充実も求められている。 

③機器に対する不満 

・ 車いすでは、ストレッチャー式やモジュール式の乗り心地の改善が求められている。おむつは

漏れ、蒸れに未だ不満が多い。シャワーチェアやポータブルトイレは姿勢保持が課題。靴はマ

ジックテープに対する不満が複数寄せられた。スロープも軽くて滑らない材質による製品化が

求められている。 

 

 

課 題 

○ 福祉機器の選択と利用が適切に支援されているのか検証が必要。 

○ 人材育成等が必要。 

○ 介護分野と比較して障害分野については、個別ニーズに細かく応えることになるため、他品種少量

となると、開発は進まない。 

○ ユーザーに分かりやすい情報伝達の方法。 

○ 事故対応、安全確保が必要。 

 

８．国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所 

役 割 

○ 医学・工学・社会科学・行動科学の学際的アプローチにより、「障害者の社会参加と QOL の向上を

促進するためのリハビリテーション支援技術、福祉機器の開発、社会システムおよび障害者の健康

の維持増進に関する研究開発」をミッションとして、ICF（国際生活機能分類）の「医学モデル」から

「社会モデル」までのスペクトルを視野に入れた事業展開を進めている。 

○ 「福祉用具の研究開発及び普及に関する法律（以下、「福祉用具法」という。）」において、国は福祉

用具の研究開発の推進に責務を負うことになっており、国立身体障害者リハビリテーションセンター

では、福祉用具の開発に必要な基礎研究や、より高度・専門的な先端研究に加えて、臨床応用研究

も重視しており、また、先進技術シーズの障害者用支援機器分野への還元促進も目指しているとこ

ろである。 

○ 福祉用具の研究開発にあたっては、①利用者の生活状況やニーズを的確に把握するための当事

者サイドとの共同作業、②産業技術総合研究所などの先端技術シーズの研究サイドとの連携、③開

発機器の商品化にむけた企業との連携を重視し、それぞれの専門性を融合する中核施設としての

役割を果たしている。 

「第４回勉強会資料（財団法人保健福祉広報協会（ＨＣＲ事務局）総務部長 笹尾勝氏）」より 
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○ 福祉用具の適合においては、国立身体障害者リハビリテーションセンター病院との連携により、多

種多様な特徴を有する重度障害者を対象として、適切なシーティングを提供するシーティング適合サ

ービスを実践するとともに、他施設への普及に向けたシステム構築を行っている。 

 

研究課題等（平成１９年度） 

○ 補装具評価検討会事務局 

・ 補装具完成用部品の申請品に関する予備審査 

・ 補装具制度見直しに関する調査検討 

○ 義肢装具部品の開発と試験評価に関する研究 

・ 座位保持装置の厚生労働省基準の作成に関する研究 

・ 義足構造強度試験機の開発 

・ 義肢装具部品の試験評価手法の開発 

・ ロボット技術を応用した義足の開発 

○ 移動支援機器の開発と評価に関する研究 

・ 高齢者車いす選択ガイドラインの開発 

・ 先端技術による重度障害者の自立支援機器の開発に関する研究 

○ 情報支援機器の開発と評価に関する研究 

・ 視覚障害者向けメモ機器の開発 

・ 肢体不自由者用情報機器入力装置の開発 

・ 認知症者の生活を支援する福祉機器の開発 

・ 認知症者に役立つ福祉機器展示館および福祉機器データベースの構築 

・ 実用的ブレイン－マシン・インターフェースの開発 

 

課 題 

○ あらたな支援機器の支給システムの中で、認証（検査判定等）や効果判定、適応対象の基準作り

等の全国レベルでの役割を担うことが必要である。 

・ 評価方法、評価基準の策定 

・ 試験評価、臨床評価、機能評価等が実施可能なリハセンター、研究施設、大学等とのネットワークの

構築 

○ 支援機器の開発研究にあたっては、ニーズとシーズの的確な分析に基づいた研究開発課題の立

案、およびその実現に向けた研究チームの編成とプロジェクトの実施に至るまでの中核組織として

の役割を確立することが必要である。 

・ 支給制度や適合システムとリンクした研究開発課題の立案 

・ 当事者サイドとの密な連携および課題立案に向けた共同作業 

・ 実用的な支援機器開発にむけた技術シーズサイドの連携および誘導 

・ 開発機器の有効性の臨床評価及び評価手法の確立 

○ 福祉用具の適合に関する技術の高度化並びに普及に向けた取り組みが必要である。 

・ 地域拠点リハビリテーションセンターと、更生相談所との連携による福祉用具適合システムの構築 

・ 福祉用具適合における利用効果のエビデンス構築 

・ 重度障害者に対する福祉用具（意思伝達装置、電動車いす等）の適合手法の開発 
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・ 適合技術に関する研修機能 

 

９．今後の対応 

○ 支援機器の研究開発と普及には、以上のような多くの関係機関の連携と協力が不可欠である。

その際の共通の課題と対応について整理した。 

 

（１）研究分野の選定 

○ 研究が重複しないようなデータベースが必要である一方、様々な機関で独自の視点を持った研

究支援も必要。研究開発の段階では多少の試行錯誤は必要であり、効率化を図ることのみをよし

としなくてもよいのではないか。 

○ ただし、支援機器開発に関係各省庁が取り組んでいることから、これらの連携を図ることは重

要。 

（２）開発支援 

○ 企業の開発インセンティブを高める工夫が必要 

・ 税制優遇措置の検討 

・ 優良な開発機器に対する表彰制度 

・ 利用者への適切な情報提供とともに、ニーズを汲み上げ研究開発側へ提供できるシステムづ

くり 

（３）支援機器の普及 

○ 開発された機器の普及促進については、単なる情報公開のみでは不十分であり、常設展示場な

どで体験ができることが重要となる。 

○ 機器の使用方法を指導できるサポーターを育成し配置することが必要。 

（４）その他 

○ 支援機器による事故等が発生した場合における利用者保護の対処方法 

○ 発展途上国への技術支援等、国際貢献の視点も必要 
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○ 支援機器をめぐる現状と課題について、「情報・コミュニケーション」、「移動」、「生活環境・住環境」な

どの分野に分けて、様々な観点から検討を加えてきた。 

○ 支援機器は、「できないこと」を「できること」に変え、「夢」だと思われたことを「現実」に変える力と可能

性を持っている。 

○ 今回、明らかになった課題について、どのように向き合い、誰が何をすべきなのであろうか。この勉強

会の成果を次のステップにつなげるために、これまでの検討を通じて共通の論点として浮き上がって

きた重要なポイントを７箇条にまとめてみた。 

 

第 1〈理想は高く〉 

○ まずは理想を高く掲げていくことが、社会全体としてのモチベーションを高め、次の時代を切り拓いて

いく力となる。支援機器の活用によって、障害者が自立して生活し、社会に参加できるようになること

は、障害者本人のエンパワーメントにより障害者の基本的人権や尊厳を確保することのみならず、全

ての人々にとっての幸福につながるものである。将来の「夢」は大きく描き、社会全体として共有するこ

とが重要である。 

○ 政府の進める『イノベーション２５』は、２０２５年までを視野に入れた成長に貢献するイノベーションの

創造を目指しており、「ハンディの縮小により個人の能力を存分に発揮できる社会の創造」を掲げてい

る。経済成長と人間生活の豊かさをともに追求する意欲的なアプローチである。 

○ また、『新健康フロンティア戦略』は、「技術が助ける明日の生きがい」を掲げ、技術が人間の活動領

域を拡張していく可能性に言及している。 

○ さらに、科学技術基本法に基づく「科学技術基本計画」の今後の指針として反映できるよう、支援機器

の研究開発計画等を具体化していく取り組みも必要である。 

○ こうした政府や社会全体のビジョンを踏まえ、また、それらのビジョンの一部として、開発から利用まで

を総合的に一貫してとらえた“支援機器技術イニシアティブ”を盛り込んでいくことが必要である。その

ためにも、利用者のニーズを反映させ、様々な科学技術を視野に入れた支援機器開発戦略の作成を

定期的に行うことが必要である。この報告書がその重要な第一歩になれば幸いである。 

 

第２〈“井戸端会議”が未来を拓く〉 

○ ひとつの支援機器が普及・利用に到るまでには、研究・開発、発想を実現する技術力、安全と品質を

確保するための規格基準、企業の経営、リハビリテーション等の専門知識、公的支給制度など、さま

ざまな分野が関係している。 

○ “支援機器技術イニシアティブ”を効果的に進めていくためには、利用者、開発者、事業者、現場の専

門職、行政（福祉・教育・労働・産業政策等）、各種学会などが有機的に連携して、研究・開発・普及の

しやすい環境作りが必要である。このように、さまざまな分野の関係者が“井戸端会議”のように意見

交換や議論を交わし、お互いを理解し触発し合う関係の中で、新しい発想が生まれてくる。これまで支

Ⅳ  まとめ ～「夢」の実現に向けた７箇条～
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援機器とは縁のなかった新たな企業や研究者の参画により、革命的な変化をもたらす可能性もある。

また、利用者の抱えるニーズが的確に開発者に届けられる機会にもなる。 

○ 研究レベルでの基礎的な技術はすでにあるという指摘も多い。しかし、それらを適切に結びつけ、利

用者のニーズを的確に汲み取り、使い勝手のよいものを開発していく工夫が求められている。本勉強

会でも指摘されたように、“新技術創出の時代”から“目的志向技術融合の時代”が到来している。 

○ 『ウェブ進化論』（ちくま書房）の梅田望夫氏は、同著でウェブ進化の大きな要素として、“オープンソー

ス”と“マスコラボレーション”を挙げている。情報を可能な限り多くの人々の間で共有しながら行う協働

作業の重要性である。関係者のネットワーク化、情報のデータベース化、定期的な議論の場の設定な

ど、幅広く多くの分野の人の英知を結集していく工夫が求められている。 

 

第３〈利用者サイドから考える〉 

○ 支援機器が開発されても、それが普及し、利用されなければ意味がない。利用者サイドに立った視点

が重要である。 

○ 支援機器を利用しやすくするためには、的確な情報に基づき、支援機器にアクセスし、専門家の助言

と指導のもとに「選択」できることが重要であり、「知る」「試す」機会の増大と、利用者が「使えるよう

に」なるためのサポート体制が必要である。 

○ このため、身体障害者更生相談所の在り方をはじめとして、公的な相談窓口の役割を見直すとともに、

研究開発や製作販売を行う企業の役割、各種専門職の役割など、相談、情報提供、広報啓発の在り

方について、国・地方自治体・企業等がそれぞれの役割を果たしていくという観点から検討を行う必要

がある。 

○ 支援機器を使用する利用者本人の立場に立った視点を前提にしつつ、さらに、本人や家族、介護者

のみならず、住居・生活環境・地域社会・公共空間・交通など幅広い分野にわたって、情報提供と相談

の役割は重要である。 

○ また、支援機器については、これまで身体障害者を念頭に置いた研究開発が主流となっているが、今

後は、知的障害者・精神障害者・認知障害者（発達障害、高次脳機能障害を含む）などの生活を支援

するための機器開発や仕組みについても検討が求められている。 

 

第４〈ユニバーサルな視点に立つ〉 

○ 誰もが使う一般製品を障害者にも使えるようにするというユニバーサルな視点を基本とすべきである。

共通のプラットフォームの設定や、汎用品の有効活用により、コストを抑え、幅広く普及することが可

能になる。また、同時に個々の利用者の個別の多様なニーズに対しても、最小限の改良や改善により

適応しやすくなる。 

○ また、情報通信分野においては、誰もが情報にアクセスすることを可能とする情報バリアフリーを推進

することにより、社会参加の促進や緊急災害時の対応に到るまで、幅広い対応が可能となる。 

○ 支援機器の利用者には、個人としての生活と同時に、社会の一員としての生活もある。“生きる”“生

活する”ことはもとより、支援機器の可能性は、“働くこと（就労）”や“学ぶこと（教育）”等の分野にも当

然広がっていく。技術革新が市場を生み出し、社会を変えるという視点、すなわち「技術イノベーション

からソーシャルイノベーションへ」という指摘は重要である。 
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○ こうした視点を踏まえつつ、公的な給付としてはどこまでを範囲とするのが適当か等について考え方を

整理し、社会のコンセンサスを得ていくことが重要である。 

 

第５〈「適合」が鍵を握る〉 

○ ユニバーサルな視点を基本としつつも、障害者の特性・個性はさまざまであり、障害者の身体状況や

ライフステージ、生活環境に応じて最適な支援機器を適切に利用するという個別的対応の視点が重

要である。 

○ 利用対象者が幅広い機器は個別性が低く、ユニバーサルデザイン化し、大量生産と低価格化が可能

な反面、利用対象者が特定される機器は個別性が高く、少量多品種で高額となり、個々の利用者に

対する「適合」が重要なポイントとなる。 

○ 「障害」のとらえ方についても、症状が固定してから足りない部分を補うという従来の概念ではなく、受

障直後からの積極的な支援機器の活用により、最大限の回復を目指すという考え方が広がってきて

いる。また、再生医療の実用化に伴い、身体機能の再建を目指すためのリハビリテーション支援機器

の開発も盛んに行われており、治療目的の機器と生活目的の機器との重なりが益々大きくなることも

予想される。医療から福祉までのシームレスな対応という観点から、「医療機器」との関係についても

整理する必要がある。 

○ 障害者の置かれた状況に最も適切な支援機器は何かを「判定」し、支援機器を障害者のニーズと状

況に応じて「適合（フィッティング）」させること、そして、利用が開始された後も品質確保のための適切

な「メンテナンス」や定期的なチェックを行うなど、継続的なフォローアップを行うことが不可欠である。

さらに、安全性を担保するためのトレーサビリティの確保も課題である。 

○ 車いすにおけるシーティングの重要性に見られるように、「モノ中心の給付」から「モノ＋サービスの給

付」へと思考を切り替え、「適合」や「メンテナンス」に要する技術やサービスを適切に評価することも検

討すべきである。さらに、こうした視点から、レンタル制度の導入についても検討課題である。 

○ また、個別的な対応に関して、利用者数が少ないが必要性の高い機器（オーファン・プロダクツ）等に

ついては、研究開発や普及を支援する有効な政策手段についても検討すべきであろう。 

 

第６〈人材を育てる〉 

○ 良質な支援機器があっても、利用者が気軽に相談でき、専門的な指導や助言を受けられる体制がな

ければ普及は進まない。機器による支援の効果を引き出すためには、人（ヒト）による支援を適切に組

み合わせる必要があり、こうした役割を担う人材の育成が重要である。 

○ 支援機器の利用に関連する専門職は、医師、保健師、看護師、理学療法士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）、

義肢装具士、言語聴覚士、リハビリテーション工学技師、社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員、

ホームヘルパー、福祉施設職員、建築士、教師などさまざまな分野に渡っている。まずは、これらの専

門職に対して、「①支援機器に関する基礎研修」、「②基礎の上に経験を重ねスキルアップできる研

修」の重層的な教育研修プログラムが求められている。 

○ とりわけ、「適合」の重要性に関連して、専門知識をもって的確な判定・適合・選定・メンテナンス等を

行う専門職の養成や教育の在り方についての検討が必要である。 

○ また、研究開発や支援機器を供給する企業における人材についても、専門知識や資質の向上が求め
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られている。 

 

第７〈国際的な視野に立つ〉 

○ ２００６年１２月に採択された「障害者権利条約」には、ユニバーサルデザインをはじめとする製品やサ

ービスへの「アクセシビリティ」の保障、「合理的な配慮」、「アフォーダブルコスト（入手可能な費用）」な

どの重要な概念が盛り込まれている。こうした国際的な動向を十分に踏まえ、我が国としての対応を

考えていくことが重要である。 

○ 支援機器の輸入や輸出の際には、国際的な規格や基準との整合性が問題となる。国際基準をクリア

し、国内はもとより、海外への輸出を行っている企業もある。我が国の高い技術力を支援機器の分野

に積極的に活かすためには、国際市場を視野に入れた機器開発を促すという観点も重要である。ま

た、ＩＳＯをはじめとした国際規格の制定等についても、我が国がイニシアティブをとり、世界に貢献し

ていくべきだろう。 

○ 我が国のもつ先進的な研究開発技術を活用して、関係方面と連携を図りながら積極的に国際貢献を

行うなど、国際的なリーダーシップを担うという視点が求められている。 
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生活支援技術革新ビジョン勉強会の経緯 

Ｈ１９年 

９月２８日 

 

第１回 視覚障害者用情報支援機器等について 

・静岡県立大学国際関係学部教授 石川准氏 

（現在の技術における対応状況、視覚障害者のニーズ～当事者、研究者の立場から） 

・日本点字図書館館長 岩上義則氏 （視覚障害者のニーズ～当事者、支援者の立場から） 

・日本電気（株）医療ソリューション事業部 北風晴司氏 （先端技術での今後の対応可能性） 

・国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所特別研究員 河村宏氏 

（先端技術での今後の対応可能性） 

１０月１６日 第２回 聴覚障害者、盲聾者用情報支援機器等について 

・聴力障害者情報文化センター聴覚障害者情報提供施設所長 森本行雄氏 （聴覚障害者の

ニーズ） 

・日本電気（株）医療ソリューション事業部 北風晴司氏 （現在の対応状況と今後のビジョン） 

・東京大学先端研研究員 大河内直之氏  

（盲聾者のニーズ及び現在の対応状況と今後のビジョン） 

１０月３１日 第３回 認知障害者等の情報支援技術について 

・東京大学先端科学技術研究センター特任助教 近藤武夫氏 

（認知障害者のニーズ及び現在の対応状況と今後のビジョン） 

・国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所研究員 中山剛氏 

（高次脳機能障害者への対応状況と今後のビジョン） 

・愛媛大情報工学科准教授 村田健史氏  

（携帯電話を活用したスケジュール等管理の例） 

１１月１４日 第４回 関係機関による支援について 

・財団法人テクノエイド協会 事務局長 本村光節氏 

・独立行政法人福祉医療機構 基金事業部計画課課長 齋藤賢純氏 

・社団法人シルバーサービス振興会 企画部部長 久留善武氏 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ） 

機械システム技術開発部部長 小澤純夫氏 

・独立行政法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ） 連携研究部門特別研究グループ 杉浦亜由美氏

・財団法人保健福祉広報協会（ＨＣＲ事務局）総務部長 笹尾勝氏 

１１月２８日 第５回 義肢装具の先端技術について 

・国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所主任義肢装具士 山崎伸也氏 

（義肢装具に係るニーズ及び現在の対応状況と今後のビジョン） 

・国際医療福祉大学大学院教授 山本澄子氏 （最先端装具の研究開発） 

・ナブテスコ株式会社技術本部福祉事業推進部長 児玉義弘氏 

（インテリジェント膝継手の研究開発） 

１２月１２日 第６回 車いす、福祉車両等の先端技術について 

・国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所福祉機器開発部長 井上剛伸氏 

（車いす・電動車いす等の先端技術） 

・パンテーラジャパン（株）代表取締役 光野有次氏  

（最先端車いす等の研究開発における課題） 

・（株）有薗製作所福祉機器部 シーティング課課長 神山浩明氏，営業企画室係長 狩野綾子氏 

（最先端姿勢保持装置等の研究開発） 

・社団法人日本自動車工業会 福祉車両部会委員 児玉芳記氏 

（福祉車両に係るニーズ及び現在の対応状況と今後のビジョン） 
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平成２０年 

１月２３日 

 

第７回 生活環境（住宅環境、介護支援機器、見守りシステム等）分野の先端技術等について 

・佐賀大学 大学院 准教授 松尾清美氏  

（住宅環境等に係るニーズ及び現在の対応状況と今後のビジョン） 

・フランスベッドメディカルサービス(株) 商品企画部企画課 田端麻衣子氏 

（介護支援機器等に係るニーズ及び現在の対応状況と今後のビジョン 

及び福祉用具レンタル制度に係るビジョン） 

・ＮＰＯ法人明日に架ける橋理事長 多田羅譲治氏  

（ＩＴを活用した見守りシステム等の取り組みについて） 

・ＮＰＯ法人まちの案内推進ネット理事長 岡田光生氏  

（公共空間におけるバリアフリー情報支援等について） 

・日本電気（株）医療ソリューション事業部 北風晴司氏 

（生活環境のＩＴ支援等について） 

２月１３日 第８回 ロボット及びブレインマシンインターフェース分野の先端技術等について 

・独立行政法人産業技術総合研究所 小野栄一氏 

（ロボット分野における最先端技術と今後のビジョン） 

・国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所 

感覚機能系障害研究部 感覚認知障害研究室室長 神作憲司氏 

（ブレインマシンインターフェース分野における最先端技術と今後のビジョン） 

・国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所福祉機器開発部長 井上剛伸氏 

（福祉機器の国際標準及び各国の規格、安全基準等の概要について） 

２月２７日 第９回 報告書（案）の検討 

 

〈ご協力をいただいた方々〉                                    （順不同・敬称略） 

山内 繁 早稲田大学人間科学学術院 特任教授 

諏訪 基 国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所 所長 

村田 健史 愛媛大学総合情報メディアセンター 情報基盤部門 （兼）工学部情報工学科准教授 

北風 晴司 日本電気（株）医療ソリューション事業部 マーケティングマネージャー 

杉 眞里子 ＮＴＴドコモ第一法人営業部担当課長 

伊藤 篤 ＫＤＤＩ 研究所開発センター 主幹研究員 情報工学博士 新プロジェクト開発グループ 

秋葉 都子 社会福祉法人 浴風会 認知症介護研究・研修東京センター ユニットケア推進室 室長 

永田久美子 社会福祉法人 浴風会 認知症介護研究・研修東京センター ケアマネジメント推進室 室長 

稲垣 平八 社団法人日本義肢協会 理事長 

宮澤 豊宏 社団法人日本義肢協会 常務理事 

東江由起夫 新潟医療福祉大学 医療技術学部 義肢装具自立支援学科教授 

鈴木 寿郎 有限責任中間法人日本車いすシーティング協会 事務局担当 

東畠 弘子 福祉ジャーナリスト 社会福祉士 

 

〈関係者〉                                               （順不同・敬称略） 

井坂 順彦 財団法人テクノエイド協会 開発部 部長 

齋藤 賢純 独立行政法人福祉医療機構 基金事業部 計画課 課長 

片山 智 社団法人シルバーサービス振興会 企画部 企画推進役 

 

 


